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研究要旨 

令和2(2020)年 4月より全面施行された改正健康増進法（以下、改正法）により、客席面積

が 100m2 を超える大規模店と新規店では全面禁煙化、あるいは、喫煙専用室による受動喫

煙対策が義務とされ、特定飲食提供施設（2020 年 4 月で既存、客席面積 100m2 以下）でも

自主的に同様の対策をとる店舗が増加している。

 本研究では、まず、改正法が施行される前に喫煙可能店を全面禁煙店に変更した飲食店等

の営業収入に関する情報を収集し、店舗の禁煙化は営業収入に影響がなかったことを明ら

かにした。さらに、改正法の全面施行の前後で飲食店の営業収入の変化の検討を行う予定で

あったが、新型コロナウイルス対策として緊急事態宣言が発せられ、大規模な調査はできな

い状況となった。そのため、改正法の全面施行をきっかけに、あるいは、コロナ対策として

全面禁煙とした４店舗の個別の情報を収集した。いずれも、酒類の提供を主とするバーやス

ナック、角打ちであったが、全面禁煙は営業のマイナスにはならなかったことが示された。 
先行研究より受動喫煙の評価方法として行ってきた微小粒子状物質（PM2.5）の重量濃度

のリアルタイムモニタリングに加え、タバコ煙の主たる粒子径である 0.3、0.5、1.0μm の
微粒子の個数濃度による評価も併行して行った。喫煙専用室を設置した場合、ドアの開閉や

喫煙者の出入り、肺内に残ったタバコ煙の呼出によって受動喫煙が発生することが明らか

となった。上の階を喫煙フロアとし、下の階を禁煙フロアとする対策を実施しても、階段で

両者の空気が連続する場合、受動喫煙を防止できないことが認められた。ホテル等で各フロ

アの階段がドアで仕切られている場合には階段を経由する受動喫煙は認められなかった。

なお、エレベーターの移動と開閉によるタバコ煙の拡散についての検討は行うことはでき

なかったので、今後の課題とすることとなった。

某ホテルで喫煙可能な客室を禁煙室に改装した前後での空気質の実測データと改装に伴

う費用が明らかになったことから「喫煙可能店から禁煙店への変更を行おうとする事業者

にとって参考となる技術的留意事項」のとりまとめを行った。

また、健康診断・人間ドックの問診と余剰尿の 477名分の集計結果から、尿中のタバコ煙

の曝露マーカーは、非喫煙者が喫煙者と同居する場合に有意に高い値となることが認め

られた。さらに、タバコ特異的発がん性ニトロソアミン（NNAL）、 ならびに DNA メチル

化マーカー（m7Gua）も有意に高い値となった。その傾向は、同居する喫煙者のタバコの種

類（紙巻き、加熱式）によらず、同様の結果であった。

 以上の研究は、喫煙可能室から全面禁煙への形態変更を促し、最終的にはわが国の屋内

の受動喫煙防止対策の推進に寄与すると考えられた。
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A． 研究目的 
 令 和 元 年 ( 2018 )年 7 月、「望まな

い受動喫煙をなくす」ことを目的とした改

正健康増進法（以下、改正法）が公布され

た。2019年 7月の一部施行で第一種施設

（学校、病院、行政機関等）は敷地内禁

煙、2020 年 4月の全面施行で第二種施設

（一般企業、飲食店等）は原則屋内禁煙（喫

煙専用室設置可）とすることが求められ

た。 

改正法の国会審議において、参議院の附

帯決議として「喫煙可能店から禁煙店に

変更することで受動喫煙を生じないこと

を確認できるよう、受動喫煙が生じない

状況に至る状況を条件ごとの調査研究」

することが求められた。

本研究の第 1 の目的は、健康増進法の

改正等により、「望まない受動喫煙」をな

くすため、喫煙可能店から禁煙店へ変更

を行う施設事例に関する情報を収集する

ことである。 

第 2の目的は、業種や施設の状況、設備

の実態等で異なる受動喫煙の曝露につい

て粒子状物質とガス状物質の両面からの

分析を行うことである。 

第 3の目的は、受動喫煙対策の変更時に講

じられた設備面や運用面に関する対策や

取り組みに関する情報の収集、分析及び

評価を行うことである。 

第 4の目的は、喫煙可能店から禁煙店へ変

更を行おうとする事業者にとって参考と

なる技術的な受動喫煙対策について留意

事項を提示することである。 

第 5の目的は、喫煙と受動喫煙による生体

への悪影響を明らかにすることで改正法

の意義を改めて裏付けるとともに、自主

的に喫煙可能店から禁煙店に移行する社

会的な

風潮を醸成することである。 

B．研究方法 各人の 3 年分の方法を要約 
１．喫煙可能店を禁煙店に変更した施設の

分析（伊藤班員） 

１）飲食店を対象としたインターネット

調査を 502店舗に対して実施した。 

２）上記の調査への回答者を含む 1,182

店舗に対して受動喫煙対策と新型コロ

ナ感染症対策に関する情報整理を行っ

た。 

２．喫煙専用室の内外の空気環境の衛生工

学的調査
（大和班員、姜班員、朝長班員） 

 紙巻きタバコの燃焼に由来する微小

な粒子状物質の粒子径は 0.3〜1.0μm

であることが報告されている（東敏昭,

他. 日本公衛誌. 32,17-23,1985）。先

行研究では、喫煙専用室に入退室する

際の気流の観察、および、微小粒子状物質

（PM2.5）のリアルタイムモニタリング

から、タバコ煙の漏れの原因は以下の 3

点であることを確認していた。 

① 押し開き式のドアではフイゴ作用で

タバコ煙が押し出されること（スライ

ド式ドアではこの現象は認められない）、 

② 退出する喫煙者の後に出来る空気の

渦に巻き込まれてタバコ煙が持ち出

されること、

③ 喫煙者の肺の中に残ったタバコ煙が

禁煙区域で呼出されること、

本研究ではホテルの喫煙フロアの客室

から廊下へのタバコ煙の漏れ、および、

喫茶店の喫煙フロアから禁煙フロアへ

の拡散、さらに、紙巻きタバコを喫煙し

た後の呼気に含まれる微小粒子状物質
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について、PM2.5 の重量濃度、あるいは、

６種類の微小粒子（粒子径：0.3、0.5、

1.0、2.0、5.0、10.0μm）の個数濃度の

リアルタイムモニタリングにより評価

した。 

３．喫煙専用室の壁等から発生する三次喫煙の

測定法の確立（樋上班員） 

１）三次喫煙評価のための基礎データ

密閉容器の内側に試料（ペーパータオ

ル等）を貼り，その中でタバコを燃焼させ

た後，容器の蓋をして密閉した｡これによ

りタバコ臭が付着した試料を作製し、そ

れをテドラーバック、ありいは、フッ素樹

脂製瓶に入れ、そこに室内の空気を通気

し、押し出されてくる空気中の臭気の経

時的な強度変化をにおいモニタ（6機種）

やガス検知管（8種類）を使用して調べた。

なお、においセンサや検知により表示さ

れる値が異なるため、それぞれの時間で

表示された値をそのにおいモニタの実験

初期の値（0分の測定値）で除した値を用

いた。なお、今回は同一実験をそれぞれ計

５回行い、その実験の安定性を調べるた

めに決定係数（R2）をマイクロソフトエク

セルで計算した。

２）実験装置の作製

タバコ臭が付着した試料から経時的に臭

気の変化を調べられる装置を作製した。装

置作製には臭気測定に影響が少ないフッ素

樹脂製の容器を使用し、温度制御可能なク

ールインキュベータや流量調整を行うマス

フロメータ等を使用した。

４．喫煙専用室を禁煙化する前後の化学物

質濃度の測定 

 某ホテルが喫煙室を禁煙室に改装し

た際に必要となった費用の評価を行っ

た（若尾班員）。 

５．喫煙と受動喫煙による呼吸機能、尿中

バイオマーカーの評価 

（大森班員、河井班員） 

１）健診・人間ドック受診者の喫煙・受

動喫煙による呼吸機能への影響評価 

某健診・人間ドック受診者のうち研

究参加の同意が得られた者を対象とし

た。目標の 2,000 名に対して、研究期

間中に 3,703 名に質問票を配布し、受

診者の職業、喫煙状況（たばこの種類を

含む）、日常生活（喫煙する同居者の有

無）と職場での受動喫煙状況に関する

情報を収集した。同時に余剰尿を収集

した。 

呼吸機能を含む健診データを後日抽

出し、質問票の情報と呼吸機能のデー

タを突合した。その結果、質問票の欠損、

呼吸機能検査を受診しなかった者を除

いた非喫煙者 1,549 名（男性 567 名、

女性 982 名）をリクルートすることが

できた。受動喫煙の有無と呼吸機能と

の関連について分析した。

２）健診検査の余剰尿（4 7 7名分）に含

まれるタバコ煙ばく露マーカー（ニコチ

ン、コチニン、3-ヒドロキシコチニン、

発がん性ニトロソアミン代謝物：NNAL）

を LC-MS/MS により分析した。さらに、

尿中の酸化的 DNA 損傷マーカー（8-

OHdG）、ならびに DNAメチル化マーカー

(m7Gua）を HPLC により分析した。尿サ
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ンプルは、いずれもβ-グルクロニダー

ゼによる前処理を行い、代謝抱合体を

含めて評価した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、熊本大学倫理委員会の承認（第

1753号）および産業医科大学倫理委員会

の承認（第 R1-037）の後に、研究参加者

への説明と同意を得て実施した。 

C．結果 
１．喫煙可能店を禁煙店に変更した施設の

分析（伊藤班員） 

１）開業時に喫煙可能で、現在は屋内完

全禁煙に変更した飲食店を対象とした

インターネット調査

回答した 502 店舗のうち、294 店舗

（59.0％）が 2020 年 4 月に施行された

改正健康増進法施行前に、177 店舗

（35.5％）が施行のタイミングで、27店

舗（5.4％）は施行後に禁煙に変更したこ

とが分かった。店舗の禁煙化に際し、「客

への周知活動（78.5％）」「店外の喫煙ス

ペースの確保（43.4％）」「エアコンの清

掃・交換（26.1%）」などの対策がとられ

ていた。また、禁煙化のメリットとして

は、「喫煙する客とのトラブルが減った

こと（37.8％）」「家族連れが増えたこと

（36.7％）」「清掃費用が減ったこと

（32.1％）」、デメリットは「喫煙者の客

が来なくなった（58.6％）」「客・売り上

げの減少（22.7％）」であった。 

２）受動喫煙対策と新型コロナ感染症対

策に関する情報整理 

 1,186 店舗の回答から、店舗の喫煙環

境と感染症対策には関係性は見られな

かった。 

さらに、喫煙可能店から禁煙店に変更

した飲食店への聞き取り調査やインタ

ーネット調査に基づく受動喫煙対策と

新型コロナ感染症対策に関する情報に

関し、情報提供媒体を作成し、Web メデ

ィア、SNS などで発信した。内容を取り

まとめ、自治体の担当部局で配布する冊

子にまとめた。(別添資料１～4)

２．喫煙専用室の内外の空気環境の衛生工

学的調査

（大和班員、姜班員、朝長班員） 

 本研究では、粒子径が 5.0μm以上の土埃と

粒子径が 0.3〜1.0μm のタバコ煙を同時に

測定することが可能なパーティクルカウン

ターを用いたことで、受動喫煙の精密な評

価が可能になり、新たに以下の点が明らか

となった。 

①喫煙終了後、肺に残ったタバコの粒子状

成分は 4 分間にわたって呼出され続け、喫

煙直後の人が禁煙区域に移動する際には、

その呼気に含まれるタバコの粒子状物質に

より受動喫煙が発生すること、 

②喫茶店のように下の階を禁煙フロアと

し、上の階を喫煙フロアとしても、階段ス

ペースで空気が連続している施設では、禁

煙フロアで受動喫煙が発生すること

③ホテルの喫煙フロアの客室のドアを閉めて

喫煙した場合、廊下に煙が拡散し、フロア全

体で受動喫煙が発生すること、 

 先行研究と本研究から、第二種施設に喫

煙専用室や喫煙可能な部屋を設置、あるい

は、喫煙フロアを設定した場合、その施設の

利用者、および、従業員（特に、清掃業者）

が受動喫煙に曝露されることは避けられな

いことが認められた。
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３．喫煙専用室の壁等から発生する三次喫煙 

（樋上班員） 

 １）三次喫煙評価のための基礎データ[7] 

今回検討したにおいモニタでは e-nose 

integral Ⅲ(Komyo Rikagaku Kogyo Co., 

Ltd.)、FTVR-01 (Figaro Engineering Inc.)、

GVC-2000(GASTEC Co., Ltd.) 、 POLFA 

(Karumoa Co., Ltd.)の 4種類、ガス検知管

では、アンモニア用検知管 105SD (Komyo 

Rikagaku Kogyo Co., Ltd.) No.3L (GASTEC 

Co., Ltd.)お よびピリ ジン 用検知管 

No.182 (GASTEC Co., Ltd.)において、実験

結果から求めた化一定係数が 0.8 以上であ

った。さらに、POLFAおよび 105SD はタバコ

臭を付着させる試料を、ぺーバータオル

（100%パルプ）以外のタオル（100%コット

ン）、タオル 2 （85%ポリエステル、15%ナイ

ロン）、カウンタークロス（70% レーヨン、

30% ナイロン）、 および 壁紙 (60% レーヨ

ン、40%ナイロン)を用いた実験においても

決定係数は 0.8 以上であった。なお，図１

にペーパータオルおよび POLFA、図 2 にペ

ーパータオルと 105SD の結果を示す。

図 1 ペーパータオルと POLFA の結果[7] 

図 2 ペーパータオルと 105SDの結果[7] 

２）実験装置の作製 

 図 3に完成した実験装置の概要を示す。

実験装置は 2台作製した。試料を入れる部

分や空気の流路にフッ素樹脂製チューブや

瓶を使用したことにより、においモニタの

値に正の影響を及ぼさなかった。さらに、

試料を入れた瓶に一定の空気量を送り込む

ためにマスフロメータを導入したことによ

り、装置１が 601.8±3.0 mL/min、装置 2

が 600.6±1.4 mL/minであった。 

図 3 実験装置概略図 

４．喫煙専用室を禁煙化する前後の化学物

質濃度の測定（若尾班員） 

某ホテルで喫煙可能な客室の壁紙や

カーペットを貼り替え、エアコンのフ
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ィルター交換、カーテンの洗浄をおこ

なって禁煙室に改装したところ、ガス

状物質は検出されなくなったことを昨

年度の研究で報告した。今年度は、上記

の改装にどの程度の費用が必要になる

のかを明らかにした。今後、「喫煙可能

店から禁煙店への変更を行おうとする

事業者にとって参考となる技術的留意

事項」だけでなく、費用面での提案項目

も明らかにすることが出来た。 

５．喫煙と受動喫煙による呼吸機能、尿中

バイオマーカーの評価 

（大森班員、河井班員） 

１）健診・人間ドック受診者のうち、アン

ケート調査で非喫煙者と答えた 477名の尿

中タバコ煙ばく露マーカーを分析した結

果、同居者に喫煙者がいる場合に、総ニ

コチン代謝物（TNE：ニコチン、コチニ

ン、3-ヒドロキシコチニンの総和）、タバ

コ特異的発がん性ニトロソアミン

（NNAL）、DNA メチル化マーカー

（m7Gua）が有意に高い値となった（図

１）。その傾向は、同居する喫煙者のタバ

コの種類によらず、紙巻きタバコ、加熱

式タバコで同様の結果であった。

非喫煙者の尿中 TNE と NNAL、m7Gua、
8-OHdG の間に有意な相関関係を認めた。

また、職場における受動喫煙頻度を調査

した結果、毎日受動喫煙があるグループで、

尿中 TNE、NNAL が高い値を示した（図

２）。さらに、受動喫煙対策がなされていな

い職場の非喫煙者では、尿中の TNE、

NNAL レベルが有意に高い値となった。 
 呼吸機能検査では、男性非喫煙者におい

て、有意な低下を示した呼吸機能パラメー

タはなかった。非喫煙女性の中で、30 歳以

上 40 歳未満の群 83 名において、同居者に

喫煙者がいる群（21 名）は、同居者に喫煙

者がいない群（62 名）と比べて、％FVC、％

FEV1、%PEFR、%V
．

75の呼吸機能の指標が

有意に低値であった（図３）。同居者が喫煙

するタバコの種類（紙巻、加熱、併用）に関

する今回の検討では有意な変化を認めなか

った。

D．考察 
2020 年 4 月より全面施行された改正健

康増進法および東京都や千葉市で施行され

た受動喫煙防止条例により、全国の飲食店

等で喫煙が可能であった店舗の禁煙化が進

んで来た一方で、一定数の飲食店やホテル

等で喫煙（紙巻き、加熱式）専用室を設置、

あるいは、喫煙フロアが設定された状況で

ある。

 本研究では三次喫煙を測定するための基

礎的検討として，においモニタ（6 機種）、

およびガス検知管（8 種類）を使用して実験

を行った。その結果、においモニタでは e-

nose integral Ⅲ(Komyo Rikagaku Kogyo 

Co., Ltd.)、FTVR-01(Figaro Engineering 

Inc.)、 GVC-2000(GASTEC Co., Ltd.)、

POLFA(Karumoa Co., Ltd.)の 4種類、ガス

検知管では、アンモニア用検知管 105SD 

(Komyo Rikagaku Kogyo Co., Ltd.)、No.3L 

(GASTEC Co., Ltd.)、およびピリジン用検

知管 No.182 (GASTEC Co., Ltd.)の 3種類

において、3回以上の実験の再現性が良好で

あった（決定係数 0.8以上）。ただし、e-nose 

IntegralⅢでは、数回の実験により半導体

センサーの交換が必要であった。さらに、

GVC-2000および FTVR-01は、製造が中止さ

れており、入手困難な状況である。 
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今回の結果では，特にガス検知管の結果

に着目すると，検知管の反応原理として、非

特定的な化学反応を使用した変色反応が結

果に寄与していると考えられる。実際に

105SD はアンモニア以外にピリジンにも同

様の変色反応を示すが、ガス検知管には操

作が単純であることや安価である利点があ

り，三次喫煙を簡易に評価するツールとし

て有用である可能性が示された。 

一方，本研究では以下の限界が示された。

本研究で使用したにおいモニタやガス検知

管の定量下限を算出することができなった

た。そのため、今後はタバコ煙に含まれる代

表的な物質であるニコチンや 3-エテニルピ

リジンなどの物質により下限値を調べる必

要がある。さらに、実際の喫煙室等から採取

した試料を用いた知見も必要であると考え

られる。 

作製した実験装置に関しては、フッ素樹

脂製瓶の用量が 3 Lであるため、大きな試

料を入れることは不可能である。しかしな

がら、瓶に入るものであれば、三次喫煙の経

時変化を調べることが可能であり、試料を

密閉した状態で実験を行うため、実験者の

タバコ煙に由来する化学物質のばく露を最

小限にすることができる。  

本研究結果より、三次喫煙の経時変化を

調べられる実験装置を作製することができ

た。さらに、三次喫煙をガス検知管で簡易に

評価することができる可能性を示すことも

できた。 

本研究では、改正健康増進法や東京都、千

葉市の条例の施行前に自主的に禁煙化を実

施した飲食店等の売り上げを含む情報を収

集し、これから禁煙化を検討する事業者に

そのノウハウを冊子やWeb上で公開するこ

と、紙巻き・加熱式タバコ専用室の漏れとそ

の程度を明らかにすること、喫煙室として

使用された店舗・部屋を禁煙化した場合の

残留タバコ成分（三次喫煙）が消失するまで

の期間を明らかにすること、喫煙可能室や

喫煙専用室で曝露された場合の健康影響の

有無と程度を明らかにすることについて検

討が行われた。

 本研究を発展させることで、喫煙室の形

態変更に伴う受動喫煙環境の評価とその限

界、費用を含めた課題、喫煙環境が残ること

によって発生する従業員の健康上の懸念が

明らかとなり、その結果、改正健康増進法、

および、東京都や千葉市の受動喫煙防止条

例が全国に拡大することが期待できると考

えられた。

Ｇ．研究発表 
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３） 学会発表

1. 大和浩. これからの職場の喫煙対策

～改正健康増進法施行後の戦略：改

正健康増進法を根拠に進める職場の

包括的な喫煙対策. 第 93 回日本産

業衛生学会（誌上開催・Web 開催）.

2020.

2. 姜英, 垣内紀亮, 大和浩. これから

の職場の喫煙対策～改正健康増進法

施行後の戦略：勤労世代における加

熱式タバコの認識と使用状況の 3 年

間の推移. 第 93 回日本産業衛生学

会（誌上開催・Web開催）. 2020.

3. 大和浩. 新型タバコ時代の禁煙対策

最前線：改正健康増進法と加熱式タ

バコ・電子タバコによる受動喫煙の

問題. 第 52 回日本動脈硬化学会総

会・学術集会（Web開催）. 2020.

4. 大和浩. チームで知って、勝ち取る

禁煙：よくわかる加熱式タバコ、電

子タバコのすべて. 第 84 回日本循

環器学会学術集会（Web開催）. 2020.

5. 大矢幸慧, 稲垣幸司, 犬飼順子, 高

阪利美, 長尾徹, 内藤徹, 田淵貴大,

姜英, 大和浩. 歯科衛生士学生の加

熱式タバコを含めた喫煙に対する認

識調査. 第 15 回日本歯科衛生学会

学術大会（誌上開催）. 2020. 

6. 末吉亜美, 稲垣幸司, 犬飼順子, 高

阪利美, 佐藤厚子, 後藤君江, 原山

裕子, 田淵貴大, 姜英, 大和浩. 歯

科衛生士学生の喫煙、受動喫煙と口

腔内所見との関係. 第 15 回日本歯

科衛生学会学術大会（誌上開催）.

2020.

7. 川﨑祐也, 李伝善, 大津山祐子, 永

田一彦, 大和浩, 河井一明. 禁煙に

伴う尿中タバコ曝露マーカーと DNA

損傷マーカーの変動. 第 38 回産業

医科大学学会・第 32回産業医学推進

研究会全国大会. 北九州（一部 Web

開催）. 2020.

8. 大和浩, 姜英, 伊禮壬紀夫. 改正健

康増進法、全面施行！進捗評価と今

後の推進方策：第一種施設における

受動喫煙防止対策の状況. 第 79 回

日本公衆衛生学会総会（Web開催）.

2020.

9. 大和浩, 姜英. 加熱式タバコと電子

タバコの構造、有害性、二次曝露、禁

煙治療への誘導. 第 85 回日本呼吸

器学会・日本結核 非結核性抗酸菌症

学会・日本サルコイドーシス/肉芽腫

性疾患学会 九州支部 秋季学術講

演会（Web開催）. 2020. 

10. 大和浩. 受動喫煙の影響と健康被害

の診断、対策～避けられない 3 次喫

煙～. 第 14 回日本禁煙学会. 郡山

（一部 Web開催）. 2020.

11. 大和浩. 加熱式タバコ、電子タバコ

の有害性と使用状況、法規制に関す
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る最新情報：受動喫煙. 第 30回日本

産業衛生学会全国協議会（誌上開催・

Web開催）. 2020. 

12. 姜英. 加熱式タバコ、電子タバコの

有害性と使用状況、法規制に関する

最新情報：使用状況調査. 第 30回日

本産業衛生学会全国協議会（誌上開

催・Web 開催）. 2020.

13. 姜英. 屋外、屋内の喫煙所はどう変

わったか？～改正健康増進法の全面

施行と新型コロナウイルスによる変

化～. 第 31 回日本疫学会学術総会

（オンライン開催）. 2021.

14. 大和浩. 禁煙と動機づけ面接コース

法律と条例による家庭内、社内、

屋内、敷地内の全面禁煙化につい

て. 第 61回日本呼吸器学会学術講

演会. 第 18 回呼吸ケアカンファレ

ンス「新時代の呼吸ケア」.東京

（ハイブリッド開催）. 2021.

15. 山内彩加, 稲垣幸司, 犬飼順子, 高

阪利美, 長尾徹, 内藤徹, 田淵貴大,

姜英, 大和浩. 歯科衛生士をめざす

学生の加熱式タバコを含めた喫煙状

況やその認識に関する研究. 日本歯

科衛生学会第 16 回学術大会 (オン

デマンド配信). 2021.

16. 伊東香織, 稲垣幸司, 犬飼順子, 高

阪利美, 長尾徹, 内藤徹, 田淵貴大,

姜英, 大和浩. 歯科・薬学系学部学

生の加熱式タバコを含めた喫煙状況

とその認識に関する研究. 日本歯科

衛生学会第 16 回学術大会 （オンデ

マンド配信）. 2021.

17. 大和浩. 「改正健康増進法」「職場に

おける受動喫煙防止のためのガイド

ライン」で求められる喫煙・受動喫

煙・三次喫煙対策. 2021年度日本産

業衛生学会九州地方会学会.福岡市

（ハイブリッド開催）. 2021.

18. 大和浩. 新型タバコの真実と禁煙活

動の将来：改正健康増進法における

飲食可能な加熱式タバコ専用室の問

題点. 第 15 回日本禁煙学会学術総

会.大分市（ハイブリッド開催）.

2021.

19. 大和浩. 禁煙による健康長寿延伸を

目指して：改正健康増進法で求めら

れる受動喫煙・三次喫煙対策. 第 15

回日本禁煙学会学術総会.大分市（ハ

イブリッド開催）. 2021.

20. 大和浩. 受動喫煙被害者の支援：「改

正健康増進法」と「職場における受

動喫煙防止のためのガイドライン」

を根拠に進める公共的施設、職域、

私的空間の喫煙対策. 第 15 回日本

禁煙学会学術総会.大分市（ハイブリ

ッド開催）. 2021.

21. 大和浩. 職場における動脈硬化性疾

患（過労死）予防と産業医の役割：改

正健康増進法（2018）、職場における

受動喫煙防止のためのガイドライン

（2019）に基づく職場の喫煙対策.

第 53回日本動脈硬化学会総会・学術

集会.京都市（ハイブリッド開催）.

2021.

22. 大和浩. 職場での換気対策. ポスト

コロナの課題：職域における換気対

策の提言. 第 31 回日本産業衛生学

会全国協議会（津）. 2021. 

23. 大和浩, 姜英. 職域における喫煙対

策研究会 自由集会 職場のタバコ
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対策の「お困りごと」を持ち寄って、

解決しよう！. 第 31 回日本産業衛

生学会全国協議会（津）. 2021. 

24. 姜英. 改正健康増進法による地方公

共団体の建物内・敷地内禁煙化. 第

80回日本公衆衛生学会総会（東京）.

2021.

25. 片岡葵, 村木功, 中村正和, 伊藤ゆ

り. 改正健康増進法施行前後におけ

る飲食店の受動喫煙対策と感染症対

策の実態把握. 第 80 回日本公衆衛

生学会総会（東京）. 2021.

26. 樋上光雄，原邦夫，姜英，大和浩：三

次喫煙臭気測定時おけるにおいモニ

タや検知管の測定値の再現性につい

て．第 34回におい・かおり環境学会 

（オンライン開催）.2021

27. 大和浩. 変わりゆくタバコ対策と禁

煙治療：with コロナ時代のタバコ対

策. 第 62 回日本呼吸器学会学術講

演会.京都市（ハイブリッド開催）. 

2022.

28. 藤本俊樹, 朝長諒, 姜英, 大和浩.

改正健康増進法における屋外での受

動喫煙対策のあり方に関する提言.

第 95回日本産業衛生学会　.高   知   市

（ハイブリッド開催）. 2022.

29. 大和浩. 喫煙と血栓-基礎と臨床の

最近の話題：新型タバコに関する up 

to date. 第 44回日本血栓止血学会

学術集会（Web配信）. 2022.

30. 大和浩. 喫煙防止とヘルスプロモー

ション. 第 19 回日本ヘルスプロモ

ーション学会 第 11 回日本産業看

護学会合同学術集会／大会.北九州

市・ 2022年 11 月. 

31. 大和浩. 受動喫煙防止対策の変遷.

第 32 回日本禁煙推進医師歯科医師

連盟学術総会.北九州市（ハイブリッ

ド開催）. 2023.

32. 大和浩. 自治体の受動喫煙対策のあ

り方：自治体の受動喫煙対策の実態.

第 32 回日本禁煙推進医師歯科医師

連盟学術総会.北九州市・（ハイブリ

ッド開催）. 2023.

33. 姜英, 朝長諒, 山根崇弘, 大和浩,

片野田耕太. 自治体の受動喫煙対策

のあり方：自治体の受動喫煙対策の

14年間の変遷（ハイブリッド開催）.

第 32 回日本禁煙推進医師歯科医師

連盟学術総会.北九州市. 2023.

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況

 この研究において、知的財産権に該当す

るものはなかった。




